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家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

家計簿からみた生活の長期変化に関する事例研究n （第２報）一資産形成一

○三宅栄子＊　内藤道子・＊　藤井.千賀＊＊゛

（*相模女大,＊＊東京文化短大.**＊梅花女大）

　目的：長期にわたって記録されたＴ家の家計簿を分析し、身体障害者をかかえた家庭の

家計管理者の長期視点に立った生活価値観による資産形成の実現と、それを可能にした外

的要因への対応を実証する。

　方法：第１報と同一家計の家計簿を用い、不明な点を補足するために間き取り調査を行

った。多額の資産運用を行うようになったM年からは家計簿を日常生活費計算と資産管

理計算とに分離させているので、両者の関係を検討し、資産内容、資産形成の過程、資産

保有の家計変動要因への影響、等につき当時の社会経済の状況をふまえて検討する。

　　結果：所有する資産は、預貯金、有価証券、生命保険、不動産がある。家庭創設期の

家計規模の小さい時代には、預貯金を中心に資産形成をしているが、聞き取り調査の結果、

家計簿の存在しない昭和25年の借金後、妻の父の影響で有価証券購入を始め、勤労収入

の増加による家計規模の拡大が進むに従って有価証券売買を増加させ、借金返済している。

また、多くの勤労者世帯が退職金で持ち家を購入した時代に若年期に住宅を購入し。家庭

基盤の安定を図っている。社会経済の変動に敏感に反応しながら、有価証券を中心に金融

商品を購入し資産増加を行い、障害者の次男が生涯経済的に困ることのないよう準備を行

い。他の兄弟の家族に経済的に迷惑にならないよう資産形成を行っている。これが実現し

たのは家計管理者の生活価値観が資産形成の原点となっていることが明らかになった。

I Pp－ 8 単身世帯の収支にみる消費様式のジェンダー分析

○斎藤悦子゛伊藤セヅ゛
(*岐阜経済大　*・昭和女大)

目的　われわれは、生活経営学部会の中で、政府消費統計のジェンダー視点からの分析を

行ってきた。消費統計については、国立婦人教育会館（1997.3）の「女性及び家族に関する

統計データペース研究開発報告書」においてもジェンダー明示的消費統計の不足が指摘され
ている。しかし、唯一、ジェンダー消費統計の把握が可能になるのは、単身世帯である。

1995年国勢調査では、単身世帯か４分の１を占め、無視できない存在となっている。本

研究の目的は、単身世帯のデータを通じて、消費様式のジェンダー分析を行うことである。

左抜　本報告では、「1994年全国消費実態調査」の単身世帯と1995年以来実施されてい

る「単身世帯収支調査」を用いて、家計収支項目別、財・サービス別支出、貯蓄、負債現

在高､耐久消費財保有率について単身者のいくつかの属性に着目しジェンダー分析を行う。

籤i　①若年者（30歳未満、勤労者）の財・サービス支出については、男のサービス支

出の比率が女に比べ高かった。貯蓄現在高は女＞男、負債現在高は女＜男であった。②高

齢者(75歳以上、無職）の財・サービス支出について、サービス支出の比率は男女ほぼ

等しく、貯蓄現在高は女＜男、負債現在高は女＜男であった。③単身赴任の男女別統計が

得られ、その分析が行われた。④「単身世帯収支調査」については、そのニーズとユーザ

ーの期待に比べ、ジェンダー視点ヽその他で製表の欠陥が見いたされた。本報告で使用し

た統計からジェンダー分析がある程度可能であるが、よりジェンダー明示的な消費統計が

準備されるために、われわれの考えた具体案を提言する。
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